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危機管理対応に強い組織づくり
Creating a strong organization for crisis management











































































































































































































































































































































































④ D 地区：自宅待機。行政委員が集会所に集まり巡回。その後は B 地区と同様。
⑤ E 地区：公園へ避難。その後は B 地区と同様。


































































































































































































































めの CRM 訓練 – ヒューマンファクターズの視点 –」
石橋明著（2016）の資料を基に Google Meet を使用し
てオンラインで行った。この授業概要は、危機管理の
理論と過去の事例分析・関係報告書を中心にリスクマ
ネジメント・クライシスマネジメントの在り方を検討
し、安心・安全な学校の基盤とは何かを考え、実践的
対応について検討することである。
「人は誰でも間違えるというヒューマンファクター
ズの基本理念の理解の上にこの訓練があるというこ
と。」「意識を変えることに重きが置かれていること。」
これは院生の感想の一部であるが、間違った判断から
トラブルに発展する場合も経験しているからこそ実感
として出された感想と考えられる。常に、チームで行
動する意識を大切にし、更に高めていく必要があると
再認識した院生が多かったと感じた。
このような理論的な学びは、災害に対する専門的な
知識・技能の獲得を行うという点で「チーム対応がで
きる組織をつくる力」との関連が深い。様々な災害特
質と人間の特質とを結び付けて考え、自校の防災体制
づくりに生かすことは、重要な視点であると考える。
Ａ校での取組の中で述べた研修会の参観者と同様の感
想も多数出されていた。この資料を使用しての研修や
学びは、危機管理対応に関わる総合力を高める理論的
な学びとして適切な資料であると考える。
他に、「学校教育・教職研究Ｂ（地域協働）」の授
業（担当教員：梨本雄太郎、本図愛実、小田隆史、佐
藤美知子、信太昭伸）では、石巻市立大川小学校（跡
地）（図₆）、南三陸町戸倉小学校（移転前跡地）で現
地学習を行った。学校と地域が協働を行うさまざまな
局面の一つに防災教育・防災管理がある。東日本大震
災の経験を踏まえ、防災管理における地域住民や専門
機関との協働のあり方を考えるために、被災地を訪問
し、関係者への聞き取りを行った。また、後期授業「学
校教育・教職研究Ａ（防災教育）」の授業（担当教員：
梨本雄太郎、本図愛実、小田隆史、佐藤美知子、信太
昭伸）との連動も意識しつつ、子どもの命を守る教員
の役割を考えるために実施した。
記録の継承、体験の語り継ぎという点では、「未来
につないでいく力」との関連が深い。さらに、「事前
に備えることの重要性を考えた。避難場所については、
職員、地域、児童が共通理解しておくことが大切であ
る。」という院生の感想から、地域の地理的状況を把
握し、管理体制の充実を図っておく点を再認識した点
では「地域と連携する力」との関連が深い。最終的に
は、現地学習を通して院生が学んだことは、教職員一
人一人が災害に対する専門的な知識・技術の獲得を行
うことの再認識をしたとともに、組織として対応する
「防災に関する総合力」である。この点は、「チーム対
応ができる組織をつくる力」との関連が深い。このよ
うな授業を通し、学校教育の役割や教師の職務につい
て本質的に考察していくことで、本学教職大学院でね
らいとしているミドルリーダーとしての資質能力の向
上を図ることができると考える。
まとめ
平成26年度石巻市学校防災推進会議ワーキンググ
ループ₁による震災のまとめの記録集「羅針盤」作成
過程において、震災当時の学校の対応や避難所運営の
あり方、地域との連携等、今後の学校防災の充実及び
図₆　大川小学校（跡地）現地学習の様子
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指導方法・内容である必要があり、このため、実務経
験を有する者による具体的事例を基とした授業内容が
必須であると考える。実務経験を有する者は、専任教
員の一部である「実務家教員」のほか、授業科目・内
容により、様々な専門家・実務家とも指示されている。
教職大学院の授業により、受講者が学校現場において、
学校と専門家をつなぐ力を持つことも期待できる。こ
のことも多層的な人材育成の一つであると考える。
発展に寄与すると思われる項目（避難訓練、防災教育、
教職員の対応、家庭との連携、地域住民との連携、行政・
外部機関との連携）が明らかになった。そこで、今後
の防災教育に伝え、生かすことを学校防災の充実に向
けた「15の提言」としてまとめている。大川小学校事
故検証報告書「24の提言」や「15の提言」から見えてく
ることは、危機管理対応ができるように多層的な人材
育成や組織づくりが極めて重要であるということであ
る。本稿では、「未来につないでいく力」「地域と連携
する力」「チーム対応ができる組織をつくる力」の₃
つの視点からＢ地区内Ａ校での取組を分析した。安心・
安全な学校環境づくりと児童生徒の命を守る教育の推
進は欠かせない。今後とも教員のライフステージに応
じた多層的な人材育成を行っていく体制の整備が大切
であると考える。
また、教育委員会と大学が連携を図ることにより、
現職教職員の研修や教員養成課程において指導者とな
る人材の養成・確保を進めていくことも重要である。
本学教職大学院では、ストレートマスター、現職派遣
教員を対象に、それぞれに応じたカリキュラムを用意
し、指導に当たっている。特に、現職派遣教員に対し
ては、ミドルリーダーであり未来を担うリーダーの育
成という観点で授業構成をしており、₃つの視点はも
ちろんだが、ライフステージに応じた資質能力の育成
という点で、多層的な人材育成の観点も取り入れてい
る。
平成18年の中教審答申「今後の教員養成・免許制度
の在り方について」の「教職大学院におけるカリキュ
ラムについて（補論）」は、教職大学院において、学
校現場における実践力・応用力など教職に求められる
高度な専門性を育成するためには、学校教育における
理論と実践との融合を強く意識した体系的な教育課程
を編成することが特に重要であると強調している。具
体的には、授業観察・分析や現場における実践活動・
現地調査（フィールドワーク）、実務実習など、学校
における活動自体に特化した科目を設定するととも
に、個々の科目内部において、事例研究や授業観察・
分析、模擬授業、現地調査（フィールドワーク）等を
含めたものとする、など、理論的教育と実務的教育と
の実効的な架橋を図る工夫が必要であるとする。教職
大学院におけるカリキュラムにおいては、上記のよう
に、学校教育に関する理論と実践との融合を意識した
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